
けいえいかだい 経営標題 (園鉄の) 以近における日

本経済の急激な発展に伴って，輸送力の別強iおよび近代化のた

めの国鉄投資規模は，ますます鉱大の必要性がi11ìまっている。

一方， 国鉄の純手f;1そもまた術大の一途をたどっており，ために

IE~鉄経'è!;の合成化が強i く要求されている。さらに段近の航忽機・

自動車 ・ 船舶などのめざま しレ発注と鉄illの将来を考えると，

!同鉄は社会の発!肢に対応して，絶えず近代化を行ない.輸i去の

質的改善 と ， コストの低下をよ り強力に進めなければならなL 、。

このような情勢に対処して，企業の体質改議と合EI'.化を進め

るためには，経常管JlJ'. の# 新ととも に不可欠の要素であり ， 1 同

欽自らが稲村ii(ý:)に批進する必Ej がある。これらの問題について

は， 従来各主tfrri~局におL 、て，それぞれ独 1 '1 の判断に松づいて

調1i.研究が行なわれてきたが， 紋近における経'H竹JlI! の，~:}速な

革新に対応するため， 能率的な休 ;1;11 をlì!t 立す る必叫があると

の見地カ‘ら，昭和 38 年!良から経'，:~f;~~組という ;lill 肢が設けられ
>. 
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紙宇~.Xf~足lJの処 F I'.方については，本主I の 各主管 ifll局およ び本社

附~機WIの研究 iall“l に研究課題を検，は さ せ， これを本議室にお

レて総合的に調幣を したうえ，常務会に拠 :1 \してその承ltt!，を得

ることになってし i る。またそれらJ:iIj:ぶされた l際組の処FI! 万法に

ついては t J::tffiH同が 11 常業務のなかで ji なうこととし亡 い

る。もちろん 1必 it(l')にも FHJ_Qのあるこ とでもあり ， ド 'Î>f川11，，)に

おいて処J'Hの附 î\j， な，N1Wiこっ L 、ては， :'r1 II)'1 の1V15t 機|見liこ委似し，

さら心部 1)'1 調作険 I~I iこより泊、たい l~} íf は， 1!1111法人ill愉調作

JI!J~ど は じ め . .i担当日な 1'1$士郎外の機関に :k，i[する 4 とができる。

しかし ， 、この J;þ~ {; ~こ hl 、亡も ， ただ ì('. に 1ド}立木に報告 II. ~ の挺

11\ を叉・けるのみでなく ， そのぷ組合 ' 1'心 とし て， 関係のt脅 威お

と | 分に I:l~' し介ぅ .ijAk っくり， i吊免な.. 品 1出;;こよって. ，深紅iを処

)'1' する。

なお ， A!日ùの研究 IJX 県の報ihは市治不で ~~ りまとめ常務会

に制i(11する。(内田内)

けいえいけいかく 経営計画 (国鉄の ) "1 皮肉に総践

がその 1FI.止はおける 1 "'~:人経 '}:i; の店本ブj~1 宏明 らかにした もので

あり， これに J占ザづく え;付従'r;; ， i十 l'同 ならびに本社|人l 各長重点尖純

計 l自によって ， その {rJ!iの凶鉄の活動が，; II， I ，j掛 M さ h. 事後 11::;

P仁 とあ L 、まって l付 i~1統 ;1;11が符弘ならしめ られる。

IIH和 27 1f.JJi， 基本計画の名刷、で策'!i2 されたものが，この始

ま りであり ，昭和 39 斗肢からその内科に合わせ終日.ì11J!ii とな

勺 fょ- 0

構成は (1) 店本方針 (2) 経'':;'; 1 1 t'，'~ (3) 実胞世~Ptl から

なり ， ( 1)は職員全体に対してせん IYI される航れの )，~本方針 であ

り ，すへての 随:.tiはこの方針に沿うこ とをボめ られる。

ちなみに， 1!{1和 40 年度の店本方針には， tg3 次長mJ.jj 凶i の初

年度として ， 総 ))を結集 L. 建 i没の第一歩を了附み IHすことが強

く悦ぶされ ， これに 7 安全の <<{Ii (民 イ 通勤輸送の口主主主

ウ 幹線的jYiの J1tl強エ 1~~' 業活動のリ由化 ォー 職場以I立の改

善 プJ 経'，:;:;の介1' 1!化キ所得資金の{iH!i<のそれぞれの事

項がふえんされている。

(2)は実行，11 幽における愉送 18 と収入の LI t:(を定め. (3)には経

':.;_~; ti十耐lの Jif; ì正策 として Jt社経営 ;jj 世Hな らびに本社内各長重点実

施J I IJ!iiの {午 1&. JiIM. 報告方を定めている。
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なお経営計函は，本社内各長重点実施計画と合わせ， L一事

業年度の実行計画の設定変更に関する報告(日本国有鉄i革法施

行品H!II第 6 条第 l 項第 3 号，昭和 31 ・ 6 ・ 25 運輸省令第 32 号 II

に関する事項として総裁(審議宅所管)から運輸大以(鉄道院脅

局財政諜所管)に報告される。(藤原武夫)

けいえいけっさん 経営決算 国鉄の経済計算体系は，

経済J I 算事務)，~iW 脱線(l1l\和 39 ・ 7 続達第 17 号)により，経営 rk:

切，運送原 (il日計算，設備投資経済計算およひ新線建設営業収支

~I 1'1泊ーら構成されてレる。

ここにし、う経常決T}， は. 1'1 郎統制，経営改善等，経'~i管EIUこ

有効的 lìð な資料を促 11 \することを LI 的と して ， 経党決算単位と

しての鉄道管JlIl局につL 、ての収入および原佃1 ， すなわち純収入

とこれに)r.t l亡、する純続行を計算する， ー径の)91附成果，t l' J'j:で

ある。

経営 ik:ri の手続は. 3 段階の~ t fol 過程からなる。すなわち，

:;(l 1 段附に tJl 、ては. J見業部門に関して JC't する経費は作業伎

として，そのm業機関の所脱線区日11に，管局um l“|で発生する絞

'I'iは管JiJ!'I'i と し て ， その機能にwって，厚生福祉 'I 'i . 養成費 ・

公安 'l'i およ び局正千代の別に ， それぞれ別に定められた原価要素

日11にはあくされる。第 2 段階においては，その線区上において

JJ{IJt された ìlllj.);サービスに|対する原価，いわゆる線区別 IJt: l!lI i をf

iircどするため，他紘iぷ ・他，111門およひ他局に関して発生する !}JI

I!lI i の i，'i fol が行なわれる。すなわち，作業費については， lJt業機

関の所属総|毛本位にはあくされた!京 (ilfiは，そのm業機関の作業

活動の 11 的に比、 じて WIf来線 |元に賦課または配日比 され ， このうち

他局の J9í'ì'NJil I~ および業務機関に関して発う した IJl\ (凶は，関係

防相11L: I::Hこ tól 、て娠 tIi，il IT される。 -方，管理'IJiに つL 、ては，

Jt:付および本 t lーから局負虹rl'j[ として振り持えられた支社経1~ . 

本tI経 1'i ~'èを台わせて'ITI)~線l正に配l拭ずる。このほか，利 子等

資本|対係Wl'i も ， それぞれ線医負担初、の社'l'):ーを慌て段終的に線

1メー日 1Iの総11)1 1!町が !ìfii'Jtされる。第 3 の段階では， こ の保定した線

|メ別総!京I!Ifiと 7)11 に純収入，jj 慌により確定された線医収入とを対

照させて ，線|ヌーの経常収支および'，l;t業係数を確定する。

このように， *料" ， 決'f，l: lì線|正日1I 原I!回計'fiが '1'軸とな る もので

あるが， これは従来.fiなわれていた単なる線区別原仰i.t l 算 と

は本質的に奥なっている。すなわち ， 3 段階の計算j@f'i\にみら

れるように純治決~?においては，予算， 決算ーおよび原(útiH fol:の

3 Y'，に有機的I.XlÆをもたせ，第 1 段階においては， í.算執行権

|政に裂づけられて， 向}tijの業務機関の経営活動の統;~IJ. IJl( (，凶 計

算(1') 0こは，点 としての現業機関についての作業l京価の!京備管聞

を 1 1 的 とするとともに，第 2 ，第 3 段階において，本来，距離

的成*として税われる運送サ ビスの経済性を線医別社切によ

ってはあくすることにより ，利益管f'['.の観点か ら線区の経営4主

主に資するこ とを LI 的 と して構成されるものである。

(晶(似主主)

けいたいてんわせつぞくせつび 携帯電話漆続設備

鉄道沿線に非常・4j:r~ Th '1 ーまたは発生のおそれあるとき，両端の

駅長十こ連絡するため，列車にとう 載された携幣電話機，または

保線 ・ 電気関係戦負(電力 ・ 信ち ・通信等)の巡回その他作業

中に悦行 したU~; -i ii 'itf話機を後続使用するための接続用の端子箱

(T.B.) ， その他H~設備を総称して携，帯電話機接続投備と L づ。


